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第１章 計画策定にあたって 
１．計画策定の背景と目的 

   住宅・土地統計調査（総務省）によると、空家等は全国的に増加傾向となっています。空

家等の増加は、建築ストックが有効に活用されていないだけでなく、適正に管理されずに放

置された空家等が、安全性の低下、公衆衛生の悪化、景観の阻害など多岐にわたる問題を引

き起こし、市民の生活環境に深刻な影響を及ぼす場合があります。また、人口減少社会の進

展により、今後、益々空家等の増加が予想され、地域社会における空家に関わる問題は一層

深刻化することが懸念されます。 

本市においては、自治会や市民から空家等に係る相談が多数寄せられていることに対応す

るため、平成 24 年度から庁内プロジェクトチームによる調査研究を開始しました。平成 24

年度は自治会協力のもと空家・廃屋の実態調査を実施し、平成 25 年度には空家等の適正管理

条例や危険空家の除却支援策等の検討を行い、平成 26 年度に「赤穂市空き家等の適正管理に

関する条例」（以下「条例」という。）及び「赤穂市危険空き家除却費補助金交付要綱」を制

定、平成 27 年 1 月 1 日に施行し、管理不全な状態の空き家等の所有者又は管理者（以下「所

有者等」という。）に対する適正管理に係る指導・助言等や除却に対する支援を行い、安全

で安心なまちづくりの推進と良好な生活環境の保全に取り組んできました。 

一方、国においても、空家等に関する施策を総合的かつ計画的に推進し、公共の福祉の増

進と地域の振興に寄与することを目的として、「空家等対策の推進に関する特別措置法」（以

下「法」という。）が制定され、平成 27 年 5 月に全面施行されました。法においては、空家

等の所有者等が、空家等の適切な管理について第一義的な責任を有することを前提としつつ、

住民に最も身近な行政主体であり、個別の空家等の状況を把握することが可能な立場にある

市町村が、地域の実情に応じて地域活性化等の観点から空家等の有効活用を図ることや周辺

の生活環境に悪影響を及ぼす空家等に措置を講ずる等、空家等に関する対策の実施主体とし

て位置付けられています。 

こうした状況の下、本市の空家等に関する対策の基本的な方針を示し、総合的かつ計画的

に空家対策を推進していくため、庁内プロジェクトチーム「空家等対策計画検討委員会」に

よる検討結果と学識経験者等により組織する「赤穂市空家等対策協議会」での議論を踏まえ、

「赤穂市空家等対策計画」を策定しました。 
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２．計画の位置付け  

（１）位置付け  

  本計画は、法第 6 条第 1 項に規定する「空家等対策計画」であり、空家等に関する対策を総

合的かつ計画的に実施するため、赤穂市空家等対策協議会での議論を踏まえ、国の基本指針に

即して策定するものです。 

具体的には、生活環境に深刻な影響を及ぼしている空家等に対処するだけでなく、空家等の

増加を抑制する観点から、本市における空家等対策の基本的な方針と取り組むべき施策等につ

いて示すものです。 

    

（２）上位計画等との関係   

本計画は、市政運営の根幹となる「赤穂市総合計画（中間改定）」を上位計画とし、本市に

おける都市計画の方針をまとめた「赤穂市都市計画マスタープラン 2013」等の関連計画と連携

を図ります。また、本市における人口の現状と将来の展望を提示する「赤穂市人口ビジョン」

に対応して、「まち・ひと・しごと創生」に取り組むための基本的方向、具体的な施策をまと

めた「赤穂市総合戦略」との連携を図ります。 

     

【上位計画】 

赤穂市総合計画（中間改定） 

・将来の都市像とその都市像を具体化する

ために取り組む政策を示す計画 

・目標年次：平成 32 年（2020年）まで 

 【関連計画】 

・赤穂市都市計画マスタープラン 2013 

・赤穂市人口ビジョン    

・赤穂市総合戦略 

・赤穂市耐震改修促進計画 等 

   

赤穂市空家等対策計画 

 

【国】 

空家等対策の推進に関する特別措置法 

空家等に関する施策を総合的かつ計画的に実施するための基本的な指針（国の基本指針） 

 

 

基づく 

基づく 連携 

図：空家等対策の推進に関する特別措置法の概要（国土交通省） 
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第２章 空家等の現状と課題 
１．統計調査等による現状 

（１） 赤穂市の人口 

１）人口・世帯数の推移 

赤穂市の総人口は、5万人前後で推移していますが、平成 27 年には 48,402 人まで減少し、

年齢三区分別人口を見ると、少子高齢化が進んでいることが分かります。また、これまで増

加傾向が続いていた世帯数は、平成 27 年には減少となっています。 

 

表：人口・世帯数 

 S60 年 H2 年 H7 年 H12 年 H17 年 H22 年 H27 年 

年
齢
三
区
分
別
人
口 

年少人口 
（0～14 歳） 

11,672 
(22.3%) 

9,898 
(19.4%) 

8,746 
(17.0%) 

8,223 
(15.8%) 

7,556 
(14.7%) 

6,970 
(13.8%) 

6,064 
(12.5%) 

生産年齢人口 
（15～64

歳） 

34,353 
(65.6%) 

34,002 
(66.8%) 

34,199 
(66.5%) 

33,906 
(65.1%) 

32,510 
(63.0%) 

30,603 
(60.6%) 

27,715 
(57.3%) 

老年人口 
（65 歳以

上） 

6,349 
(12.1%) 

7,017 
(13.8%) 

8,481 
(16.5%) 

9,940 
(19.1%) 

11,507 
(22.3%) 

12,888 
(25.5%) 

14,623 
(30.2%) 

総人口 52,374 50,917 51,426 52,069 51,573 50,461 48,402 

世帯数 15,079 14,951 15,880 17,527 18,275 18,826 18,729 

（ ）内は総人口に対する年齢三区分別人口の割合。なお、総人口には年齢不詳は含まない。 

出典：各年国勢調査  

 

 

図：人口・世帯数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：各年国勢調査  
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２）地区別人口 

地域別人口の増減について、平成 12 年を 1.0として比較すると、赤穂地区と御崎地区につ

いてはほぼ同程度に推移していますが、その他の地区は減少傾向にあります。 

特に福浦地区は 68％に、有年地区は 82％に減少しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成 27 年の地区別の年齢階層別構成比をみると、人口減少傾向が高い福浦地区、有年地区

で 65歳以上の高齢化率が高くなっています。 
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出典：各年国勢調査 

図：地区別の年齢階層別構成比 

出典：平成 27 年国勢調査 
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図：地区別人口の推移 
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３）人口の将来展望 

「赤穂市人口ビジョン」において、市の人口の将来展望を示しています。 

「国立社会保障・人口問題研究所推計」の人口減少傾向に対し、出生率の上昇、定住人口

の増加を図ることで、人口減少に歯止めをかけることとしています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

出典：赤穂市人口ビジョン 
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（２） 住宅・土地統計調査 

１）空家率の推移 

住宅・土地統計調査によると、赤穂市の空家率は平成 20 年度までは増加傾向にあり、平成

25 年には減少し 16.35％となりましたが、全国や兵庫県の空家率と比較すると、高い傾向に

あります。 

表：空家率総数 

区分 平成 10 年 平成 15 年 平成 20 年 平成 25 年 

全国 住宅総数 50,246,000 53,890,900 57,586,000 60,628,600 

空家総数 5,764,100 6,593,300 7,567,900 8,195,600 

空家率 11.47% 12.23% 13.14% 13.52% 

兵庫県 住宅総数 2,214,300 2,380,400 2,520,700 2,733,700 

空家総数 299,100 313,600 336,200 356,500 

空家率 13.51% 13.17% 13.34% 13.04% 

赤穂市 住宅総数 18,730 19,410 21,430 21,840 

空家総数 2,460 3,240 4,010 3,570 

空家率 13.13% 16.69% 18.71% 16.35% 

出典：住宅・土地統計調査（総務省統計局） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：住宅・土地統計調査（総務省統計局） 

図：赤穂市の空家数の推移 

【参考】住宅・土地統計調査 

 住宅・土地統計調査は、住宅とそこに居住する世帯の居住状況、世帯の保有する土地等

の現状と推移を明らかにするために、総務省が 5 年ごとに実施しています。この結果は

抽出調査を統計的に処理して算出しており、実際の値とは異なります。 

【参考】住宅・土地統計調査における空家の種類 

・二次的住宅 ：週末や休暇の際に保養等を目的として使われる別荘など普段は住んで

いない住宅 

・賃貸用の住宅：賃貸のために空家となっている住宅 

・売却用の住宅：売却することを目的とした住宅 

・その他の住宅：上記のいずれにも該当しない住宅 
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※ 統計上の数値であり、合計値が一致しない場合があります。 
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２）空家の内訳 

   平成 25 年住宅・土地統計調査での本市の空家の内訳をみると、空家数 3,570 戸のうち、「そ

の他の住宅」が 1,600 戸と最も多く、次いで「賃貸用の住宅」が 1,350 戸と、両者の合計値

2,950 戸は全空家数の 83％を占めています。また、「その他の住宅」についてみると、「不良

空家」よりも「普通・良質空家」の方が多く、いずれも「マンション・アパート」よりも「戸

建・長屋・木賃」の方が多くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図：空家の内訳 
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出典：平成 25 年住宅・土地統計調査（総務省統計局） 
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※ 統計上の数値であり、合計値が一致しない場合があります。 

※「不良空家」とは、腐朽、汚損があるもの 

※「マンション・アパート」とは、共同住宅のうち非木造のもの 

※「木賃」とは、共同住宅のうち木造のもの 
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２．平成 28年度⾚穂市空家等実態調査 

（１）調査目的 

  本調査は、市内全域の空家等に対して現地調査を行い、空家等の件数や分布状況等を把握す

るとともに、空家等管理システムを導入することで空家等対策計画の策定及び空家等に関連す

る諸施策の展開の基礎資料とすることを目的に実施しました。 

  

（２）調査概要 

 ・調査対象地区：赤穂市内全域 

 ・調 査 期 間：平成 28年 7 月 15 日～平成 29年 2 月 28日 

 ・調査対象建物：住宅・店舗等の全ての建築物 

  

 

図：調査フロー 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

調査対象建築物の把握 

資料収集・整理 

調査対象建築物一覧作成 

建築物の突合 

・平成 24 年度空家等実態調査 

・水道閉栓情報 

・水道未使用情報 

現地外観調査 

所有者の特定 

所有者意向調査 

空家等データベース作成 

計画準備 
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（３）調査方法 

１）調査対象建築物の把握 

   平成 24 年度に各自治会の協力のもと実施した空家等実態調査（主に住宅が対象）の結果、

水道閉栓情報及び水道未使用情報を突合し、空家等と考えられる調査対象建築物を把握しま

した。 

 

表：調査対象建築物の件数 

平成 24 年度 

空家等実態調査 
水道閉栓情報 

水道未使用情報 

(1 年間未使用) 

現地調査

時追加 

調査対象建築物合計 

(現地調査件数) 

959 件 981 件 258 件 192 件 2,390 件 

 

 

２）現地外観調査 

調査対象建築物について、敷地外からの外観目視による現地調査を次の調査項目により実

施し、空家等の判定を行いました。現地調査時に蔵や倉庫等の附属建築物及び周辺の空家等

と思われる建築物を調査対象に加え、最終的に 2,390 件の建築物について現地調査を行いま

した。 

 

表：空家等判定調査項目 

 

 

  

NO. 調査項目 内容 備考 

① 外観 廃屋/住人の気配が無い/判断できない  

② 表札 有り/無し/確認できない 表示名を記載 

③ 雨戸 無し/一部締切り/締め切っている  

④ カーテン 無し/開かれている/締め切っている  

⑤ 郵便受け 
溜まっている/溜まっていない/ 
ふさがれている/郵便受けがない 

 

⑥ 電気メーター 作動/停止/確認できない  

⑦ ガスメーター 作動/停止/確認できない  

⑧ 売貸表示 有り/無し 業者名を記載 

⑨ 生活サイン 有り/無し 内容を記載 

⑩ 近隣住民情報 有り/無し 内容を記載 

⑪ その他 有り/無し  

⑫ 判定結果 空家等/居住中/不明 
現地調査員によ
る判断 
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３）建築物の⽼朽度・危険度判定 

   現地調査において居住又は使用中でないと判断された空家等については、兵庫県地域住宅

政策協議会で示された下表に基づき、建築物の老朽度・危険度の点数付けを行い、老朽度・

危険度ランク別に件数を整理しました。 

 

表：外観目視による建築物の老朽度・危険度判定 

NO. 調査項目 内容 点数 

① 
建築物の 

傾斜 

傾斜は認められない 0 

明らかに傾斜している 150 

不明 20 

② 基礎の状況 

異常は認められない 0 

ひび割れが発生している 15 

玉石基礎である又は基礎がない 50 

不明 25 

③ 外壁の状況 

問題ない 0 

錆やひび割れが認められる 15 

外壁に穴が開いている又は外壁の下地が露出（外壁１面のお

よそ 1/3 以上を目安）しているなど著しく劣化している。 
50 

不明 20 

④ 屋根の状況 

問題ない 0 

錆やひび割れが認められる 15 

屋根に穴が開いている又は屋根の下地が露出（屋根面のおよ

そ 1/3 以上を目安）している、軒の一部が崩落している、屋

根が波打っているなど著しい劣化が認められる 

50 

不明 20 

⑤ 使用状況 

最近、使用した形跡がある 0 

長く使用した形跡が認められない 15 

不明 10 

⑥ 敷地の状況 

問題ない 0 

敷地に草木等が繁茂している 10 

崩落の危険がある塀や門扉がある 30 

危険擁壁（石積）や法面地滑りの恐れがあり地盤に危険があ

る。後背部に崩落の危険がある崖がある 
50 
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表：老朽度・危険度ランク 

 

 

４）所有者等意向調査 

現地調査の結果、空家等と判定された建築物所有者に対し、空家等の実態や今後の利活

用の意向等を把握、分析を行う為の所有者等意向調査（アンケート調査）を実施しました。 

所有者等意向調査については、現地での空家等件数 1,362 件のうち、所有者情報が抽出

できた 1,044件に対して郵送により実施しました。また、所有者情報の抽出は、建築物の

所在地番情報と固定資産税課税情報の突合処理により行いました。 

所有者等意向調査を実施した 1,044件のうち、回答率は 62.1％、その内「空家等」と回

答があったのは 52.1％となりました。 

 

表：所有者等意向調査 実施件数 

 

調査内訳 返信あり 返信なし 

調査対象 

件数 

(空家件数) 

意向調査 

未実施 

（所有者不明） 

意向調査

実施 

空家 

として 

回答 

空家 

でない 

と回答 

返信 

なし 

宛所なし 

（所有者不明） 

1,362 件 318 件 1,044 件 544 件 104 件 358 件 38 件 

ランク 判定内容 点数 

Ａ 
小規模の修繕により再利用が可能 

（または修繕がほとんど必要ない） 
0 点 

Ｂ 
管理が行き届いておらず損傷も見られるが、当面の危険性はない

（多少の改修工事により再利用が可能） 
1～30 点 

Ｃ 
今すぐに倒壊や建築材の飛散等の危険性はないが、管理が行き届

いておらず、損傷が激しい（老朽化が著しい） 
31～149 点 

Ｄ 
倒壊や建築材の飛散など危険が切迫しており、緊急度が極めて高

い（解体が必要と思われる） 
150 点以上 

図：アンケート送付数 1,044件の内訳 
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（４）調査結果 

現地調査で空家等と判定した 1,362件のうち、所有者等意向調査で「空家等でない」と回

答があった 104件を除く、1,258 件が市内の空家等の件数となりました。 

 

１）空家等の用途 

  空家等 1,258 件の用途の内訳をみると、住宅が

1,010 件（80.3％）と大半を占め、店舗兼住宅が

60 件(4.8％)、店舗が 30 件（2.4％）という結果

でした。その他には、倉庫、工場、事務所等が含

まれます。 

 

 

 

２）空家率及び⽼朽度・危険度の判定結果 

地区別空家件数及び空家率は次のとおりです。 

  空家率については、市全体では 4.07％となっており、特に御崎地区、西部地区（福浦）、坂

越地区で 5％を超え、御崎地区、坂越地区については急傾斜地に空家等が集中する結果となり

ました。これらの地区については、主に市街化調整区域であることや、道路が狭小のため建

物の解体・運搬の負担が大きいこと等が、空家率に影響していると考えられます。 

老朽度・危険度のランク判定では、全体の約半数がＣ判定以上（老朽化が著しい）という

結果となり、Ｄ判定（解体が必要と思われる）は有年地区、西部地区、御崎地区で高い値を

示しています。 

  

 

地区名 
調査 

件数 

外観調

査件数 

空家等

でない

と回答 

 

空家件数（ｂ） 建物 

件数 

（a） 

空家

率 

(b/a) 

判定ランク 

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ 

赤穂 402 196 21 175 
47 

(18.7%) 

56 

(14.2%) 

68 

(12.4%) 

4 

(6.3%) 
4,359 4.01% 

城西 218 116 13 103 
13 

(5.2%) 

52 

(13.2%) 

34 

(6.2%) 

4 

(6.3%) 
4,004 2.57% 

塩屋 316 188 12 176 
53 

(21.0%) 

48 

(12.2%) 

71 

(13.0%) 

4 

(6.3%) 
5,523 3.19% 

西部 193 131 6 125 
20 

(7.9%) 

33 

(8.4%) 

59 

(10.8%) 

13 

(20.3%) 
2,318 5.39% 

尾崎 390 184 20 164 
25 

(9.9％) 

61 

(15.5%) 

76 

(13.9%) 

2 

(3.1%) 
4,204 3.90% 

御崎 253 158 14 144 
13 

(5.2%) 

47 

(11.9%) 

73 

(13.3%) 

11 

(17.2%) 
2,439 5.90% 

坂越 281 178 14 164 
48 

(19.0%) 

45 

(11.4%) 

67 

(12.2%) 

4 

(6.3%) 
3,048 5.38% 

高雄 115 80 2 78 
16 

(6.3%) 

17 

(4.3%) 

42 

(7.7%) 

3 

(4.7%) 
2,054 3.80% 

有年 222 131 2 129 
17 

(6.7%) 

35 

(8.9%) 

58 

(10.6%) 

19 

(29.7%) 
2,957 4.36% 

合計 2,390 1,362 104 1,258 252 394 548 64 30,906 4.07% 

表：地区別空家件数及び空家率 

1,010件 , 

80.3%

60件 , 

4.8%

30件 , 

2.4%
158件, 

12.5%

住宅 店舗兼住宅 店舗 その他

図：空家等の用途 
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図：地区別空家分布図 

図：地区別空家件数及び空家率 



 

14 

３）建築年と構造 

空家等の建築年と構造別の集計結果は次のとおりです。 

建築年については、新耐震基準が導入された建築基準法の改正年である昭和 56 年(1981 年)

を基準に分類し、構造については木造か非木造で分類しました。 

全地区において空家等が木造である割合が 80％を超えており、また旧耐震基準の割合も高

くなっています。また、建築年不明の建築物についても昭和 56 年以前のものが多いと推察さ

れ、旧耐震基準の建築物はさらに高い値を示していると考えられます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

図：地区別の建築年と構造 
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４）所有者等意向調査 

① 所有者の年齢 

 所有者の年齢は、60 歳代以上が 76.1％となり、高齢世代の所有者が目立っています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 建物の利用状況について 

    「物置として使用している」、「全く使用していない」が上位の回答であり、多くの空家

等が日常的に人が立ち入らないような状態であると考えられ、建築物の老朽度・危険度へ

の影響が高いと考えられます。 

 

 

    

 

 

 

 

 

 

 

③ 空家等になった時期 

    空家等になった時期は、約 10 年以内が 40％を超える結果となりました。空家等になっ

ている期間が短いことから、劣化状況には期待ができる結果ですが、空家等が増加傾向に

あることも推察できます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

0.0%

0.2%

1.3%

4.2%

14.7%

28.7%

23.7%

18.9%

4.8%

3.5%

0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0% 25.0% 30.0%

10歳代以下

20歳代

30歳代

40歳代

50歳代

60歳代

70歳代

80歳代

90歳代以上

未回答 N 合計＝544 

0.0%

13.4%

9.2%

0.7%

7.0%

34.2%

23.9%

9.7%

1.8%

0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0% 25.0% 30.0% 35.0% 40.0%

家族・親族は常時居住・使用している

別宅として使用している

賃貸用であるが、現在は居住者がいない

売却用である（売却済み）

売却用である（未売却）

物置として使用している

全く使用していない

その他

未回答 N 合計＝544 

 

 

1.3%

1.7%

4.8%

9.6%

11.6%

13.1%

21.0%

22.6%

2.8%

11.8%

0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0% 25.0%

1955～1965年（約60年）

1966～1975年（約50年）

1976～1985年（約40年）

1986～1996年（約30年）

1997～2001年（約20年）

2002～2006年（約15年）

2007～2011年（約10年）

2012～2016年（約5年）

不明

未回答

空家等になったのは、いつ頃ですか 
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④ 空家等となったきっかけは何ですか 

   空家等となったきっかけは、「居住者が死亡したため（32.7％）」が最も多い回答となって

います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑤ 空家等と所有することで困っていることは何ですか 

   困っていることについては、「火事や空巣など防犯面が心配」が上位の回答となっており、

空家内の荷物が処分できていない状況が推察されます。また、「管理費や修繕費用がかかる」、

「除却すると固定資産税が上がる」など費用面に関する項目も目立っています。 

 

 

 

⑥ 現在空家等はどのような状態ですか  

   「現在でも住める状態である」、「多少の修繕を行えば住める状態である」が 59.2％を占め、

使用に問題のない空家等が多いと考えられます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

32.7%

8.3%

3.5%

20.8%

7.4%

15.4%

11.9%

0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0% 25.0% 30.0% 35.0%

居住者が死亡したため

居住者が病院や福祉施設へ入院・入所したため

転勤などで長期不在のため

ほかの場所に住宅を新築または購入し転居したため

相続などで取得したが、居住者がいないため

その他

未回答

空家等となったきっかけは何ですか

43.1%

25.3%

24.6%

4.9%

5.9%

23.6%

13.8%

14.4%

15.1%

9.6%

19.3%

0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0% 25.0% 30.0% 35.0% 40.0% 45.0% 50.0%

火事や空巣など防犯面が心配

管理費や修繕費用がかかる

荷物の処分

郵便物などの管理

近所からの苦情

除却すると固定資産税が上がる

売却・賃貸したいが相談先がわからない

売却・賃貸したいができない

売却・賃貸したいが費用が捻出できない

その他

困っていることはない

空家を所有することで困っていること

33.1%

26.1%

15.4%

8.3%

2.9%

3.3%

10.8%

0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0% 25.0% 30.0% 35.0% 40.0%

現在でも住める状態である

多少の修繕を行えば住める状態である

老朽化が進み大規模改修が必要な状態である

老朽化が著しく住むことは不可能である

把握していない

その他

未回答

現在、空家等はどのような状態ですか

N 合計＝544 

N 合計＝544 

N 合計＝471 

※未回答者以外の回答者数（複数回答のため） 
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⑦ 空家等の維持・管理頻度  

   空家等の維持・管理頻度については、「ほとんどしていない」、「全くしていない」が合わせ

て 12.5％であり、定期的な管理が行われており、所有者の空家等の管理の必要性への関心が

高い事が伺えます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑧ 空家等の管理者はどなたですか  

   空家等の管理者については、「所有者もしくは家族」が 71.5％となっており、「管理会社や

不動産業者へ委託」による管理は 2.3％で普及していないことがうかがえます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑨ 建物の維持管理で困っていることはありますか  

   空家等の維持管理で困っていることについては、「建物の老朽化」が 55.2％で最も多く、一

旦空家になると建物の老朽化が著しくなると考えられます。また「定期的な建物の維持管理

の手間（29.7％）」、「自宅から空家までの距離が遠い（27.6％）」となり、空家等の管理の負

担が大きいことがうかがえます。また、「その他」の内容は、約半数が「特に困っていない」

という回答となっています。 

 

 

 

 

  

 

 

55.2%

29.7%

27.6%

6.0%

6.0%

17.2%

15.6%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0%

建物の老朽化

定期的な建物の維持管理の手間

自宅から空家までの距離が遠い

どこに管理を頼んでよいかわからない

管理を委託するための費用が高い

管理するには体力的に厳しいものがある

その他

空家等の維持・管理で困っている事はありますか

11.9%

33.6%

29.8%

9.2%

3.3%

12.1%

0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0% 25.0% 30.0% 35.0% 40.0%

週に1～数回程度

月に1～数回程度

年に1～数回程度

ほとんどしていない

全くしていない

未回答

空家等の維持・管理頻度

71.5%

11.2%

1.7%

2.3%

1.0%

12.4%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0%

所有者もしくは家族

親族

近所の人または知人

管理会社や不動産業者へ委託

その他

未回答

管理者はどなたですか

N 合計＝544 

N 合計＝526 

※上問で「全くしていない」以外の場合のみ回答 

N 合計＝435 

※未回答者以外の回答者数（複数回答のため） 
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⑩ 将来的に空家等をどのようにされていく予定ですか  

   空家等の将来の予定については、「売却したい（26.7％）」、「解体・除却したい（13.2％）」

が上位を占める結果となり、「賃貸として利用したい（5.1％）」や「地域やＮＰＯなどに有効

活用してもらいたい（1.7％）」については低い結果となりました。その理由の多くは、「物置

として必要だから」「仏壇等捨てられないものがあるから」といった処分できない荷物による

ものが多いことが分かります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑪ 空家等を売却する場合、どのような条件をお求めですか  

   売却する場合の条件については、「金額が折り合えば（46.3％）」が最も多数を占めました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

33.2%

46.3%

14.9%

8.6%

9.9%

12.2%

2.9%

5.2%

7.4%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0%

売却は考慮しない

金額が折り合えば

近所の人や地域の人に購入してもらえるのならば

除却しなくてよければ金額は問わない

地域のために有効活用してもらえるのならば

荷物を処置できたら

利用者が地域行事や自治会に参加してくれるならば

相続による所有権の問題が解決すれば

その他

空家等を売却する場合、どのような条件をお求めですか

10.1%

5.1%

26.7%

9.6%

13.2%

3.7%

1.7%

6.1%

8.6%

5.0%

10.3%

0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0% 25.0% 30.0%

将来自分や家族または親族が居住するつもり
賃貸として利用したい

売却したい
これまで通り所有し将来は家族へ相続したい

解体・除却したい
別宅や別荘として週末等にだけ利用したい
地域やNPOなどに有効活用してもらいたい

何も考えていない
そのまま空家にしておく

その他
未回答

将来的に空家等をどのようにされていく予定ですか

N 合計＝544 

N 合計＝443    

未回答者以外の回答者数（複数回答可の為） 

 

 

41.3%

43.5%

21.7%

13.0%

6.5%

37.0%

2.2%

2.2%

0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0% 25.0% 30.0% 35.0% 40.0% 45.0% 50.0%

物置として必要だから

仏壇等捨てられないものがあるから

将来、自分や親族が使うかもしれないから

資産として保有しておきたいから

労力や手間をかけたくないから

特に困っていないから

その他

未回答

「そのまま空家にしておく」と回答した方の理由⑩-2 その理由は何ですか 

N 合計＝45    

未回答者以外の回答者数（複数回答可の為） 
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⑫ 赤穂市空き家情報バンクをご存知ですか  

   赤穂市空き家情報バンクについては、「知らない（62.7％）」との回答が多数を占める結果

となりました。 

 

 

 

 

 

 

 

⑬ 赤穂市空き家情報バンクを利用したいですか  

   赤穂市空き家情報バンクの利用意向については、「利用は検討するが利用するかは分からな

い（46.3％）」が多数を占めました。また、「利用しない（32.0％）」の内容については「老朽

化で住むことができない」、「相続の問題が解決できていない」等の利用したい気持ちがあっ

ても利用できないという回答が多く見られました。 

 

 

 

 

 

 

⑭ 空家等の管理や活用に関する要望  

   空家等の管理や活用に関する要望については、「住宅情報提供体制の整備（50.3％）」が多

数を占め、次いで「空家等のリフォーム費用への助成制度（31.1％）」の順となりました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

その他の内容 

・売却したいが金額が折り合わない 

・解体したいが除却費用がない 

・帰省時に赤穂市空家情報バンクを訪れたい 

・赤穂市で「空家見廻り隊」のようなものを作っていただきたい（有料でも可） 

・所有者が判断できない状態にあり対応等について相談窓口を教えてほしい 

・経済的な余裕がないので、解体撤去に要する費用補助について詳しく知りたい 

・更地にせざるを得ない場合、庭木や庭石を利用できるなら利用してもらいたい  

・有効利用してもらいたいが、具体的な知識がない状態です。 

・どうしていいか（何をすればいいか）分からない 等 

8.4%

20.8%

31.1%

50.3%

31.4%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0%

空家等への入居者に対する家賃補助制度

住まいの総合窓口（土地利用、耐震化、賃貸契約、リフォーム

等）の設置

空家等のリフォーム費用への助成制度

住宅情報提供体制の整備（売りたい、貸したい、買いたい、借

りたい人への情報提供）

その他

空家等の管理や活用に関してご要望があればお答えください 

3.1%

25.9%

62.7%

8.3%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0%

内容まで知っている

名前は聞いたことがある

知らない

未回答

赤穂市空家情報バンクをご存知ですか

11.4%

46.3%

32.0%

10.3%

0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0% 25.0% 30.0% 35.0% 40.0% 45.0% 50.0%

利用したい

利用は検討するが利用するかはわからない

利用しない

未回答

赤穂市空家情報バンクを利用したいですか 
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３.空家等対策を進めていく上での課題 

 

課題① 新たな空家等の発生 

   住宅・土地統計調査によると、赤穂市の空家率（Ｈ25：16.35％）は、全国や兵庫県の値

より高くなっています。また、所有者等意向調査によると、空家等となったきっかけとし

て、「居住者の死亡（32.7％）」が多数回答となっており、高齢化の進行に伴い、さらに空

家等が増加することが予想されます。そこで居住・使用中の建物を対象とした、今後これ

以上新たな空家等を増やさない発生予防のための取組が重要となります。 

 

課題② 流通・活用 

   空家等である期間が長期化するほど建築物の老朽化が進み、活用するための費用負担が

大きくなることから、活用を早期に図る必要があります。所有者等意向調査によると、空

家等の今後の予定については、「売却」や「除却」の意向が多くなっています。また、空き

家情報バンクに対する認知度は低く、利用意向についても「分からない」とする意見が多

数となりました。今後の要望については、「住宅情報提供体制の整備」を挙げる意見が多く、

流通・活用の促進に向け、情報提供や相談窓口の体制を整備するとともに、流通や活用を

支援する取組が重要となります。 

また、「赤穂市総合戦略」に基づき定住推進や地域活性化を目的として、空家等を地域資

源として流通・活用を図る取組を検討する必要があります。 

 

課題③ 所有者等による適正管理 

所有者等意向調査によると、空家等の維持管理の頻度は、大半は月 1 回～数回程度で行

われており、所有者又は家族によって、管理が行われていることがうかがえます。しかし、

維持管理の課題として「建物の老朽化」を挙げる意見も多く、所有者の高齢化に伴い、維

持管理の負担が増大することが懸念されます。空家等の維持・管理頻度については「ほと

んど行っていない（9.2％）」、「全く行っていない（3.3％）」との回答もあり、また老朽度・

危険度の判定では、半数以上がＣ判定以上（老朽化が著しい）という結果となっており、

老朽化の進行を防ぎ、市民の生活環境に深刻な影響を及ぼす特定空家等とならないよう、

所有者等の意識の涵養や理解増進を図ることが重要となります。 

 

課題④ 特定空家等への対応 

   空家等実態調査によると、市内全域で 1,258 件ある空家のうち、Ｄ判定（解体が必要と

思われる）が 64件、Ｃ判定（老朽化が著しい）が 548 件、合計 612件と全体の約半数を占

める結果となりました。Ｃ・Ｄ判定のすべての空家等が特定空家等に該当するわけではあ

りませんが、適正な管理が行われていない空家等については、倒壊や火災発生のおそれや

景観・衛生環境の悪化等、市民の生活に深刻な影響を及ぼすおそれがあるため、関係法令

に基づく実効性のある改善指導等を行うことや、特定空家の除却に要する経費の一部を支

援することにより、特定空家の除却を推進することが重要となります。 
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第３章 空家等対策の基本的な方針 
１．計画期間 

本計画の期間は、平成 30年度（2018年度）からの平成 39年度（2027 年度）までの 10年

間とします。ただし、社会情勢の変化が生じた場合や施策等の効果を踏まえ、計画期間中で

あっても見直しを行うことがあります。 

 

２．対象とする地区 

空家等実態調査では、市域全体に空家等が分布していることが示されていることから、空

家等対策の対象とする地区については、赤穂市域全域とします。 

   

３．対象とする空家等の種類 

対象とする空家等の種類は、法第２条第１項に規定する「空家等」とします。ただし、空

家化の予防についての取組は、居住・使用中の建築物についても対象とします。 

 

４．空家等の調査  

   国の基本指針では、「市町村が空家等対策を効果的かつ効率的に実施するためには、既存

の統計資料等も活用しつつ、まず各市町村の区域内の空家等の所在やその状態を把握するこ

とが重要である。」とされています。 

本市では、平成 24 年度に自治会協力のもと市内全域における実態調査（主に住宅が対象）

を実施したほか、平成 28年度には民間事業者への業務委託により実態調査及び空家等データ

ベースの整備を行いました。また、条例に基づく自治会からの情報提供等により、管理不全

な状態の空家等の情報整理を行っています。 

今後も引き続き「住宅・土地統計調査」等の統計調査の活用、自治会からの情報提供、職

員のパトロール等による空家等データベースの更新を行い、空家等の所在やその状態等の把

握に努めます。 

また、特定空家等に対する措置に必要な調査については、関係法令に基づき、適切に実施

します。  
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５．基本的な方針 

   建物の状態に応じた課題に対応するために、建築物の状態に応じ、以下 4 つの基本的な方

針に基づき対策を実施します。 
 

 

 建築物の状態  

 

 

 課題  

 

 基本的な方針  

 

 

 

 

 

 

 

 
① 空家化の予防 

今後、新たな空家等の増加が予想される

ため、現在居住・使用中の全ての建築物の

所有者等を対象として、空家等の発生を未

然に防ぐための取 

組を進めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 
② 流通・活⽤の促進  

空家等の期間が長期化すると、建築物の

老朽化や破損が進み、売却や賃貸が困難と

なるため、早期に流通・活用を促進する取

組を進めます。 

 

③ 所有者等による適正管理の促進 

空家等の管理については、所有者が自ら

の責任において行うべきものであり、所有

者等による適正な管理に向けた情報の提

供、意識啓発及び支援等を行います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
④ 特定空家等の解消 

適切な管理が行われずに放置された空家

等については、防災、防犯、衛生、景観など

様々な面において周辺環境に悪影響を及ぼ

すおそれがあります。 

周辺環境に悪影響を及ぼす空家等につい

ては、法及び条例に基づき、市が当該空家

等の状態や周辺の悪影響の程度を総合的に

判断し、特定空家等に該当する場合は、所

有者等に対して助言又は指導、勧告、命令

等の措置を講じます。 

適切な管理が行われていない 

 居住・使用中の 

建築物  空家等  特定空家等 

空家化 

課題① 

新たな空家等

の発生 

課題② 

流通・活用 
課題③ 

所有者等に 

よる適正管理 
課題④ 

特定空家等 

への対応 
周辺環境に悪影響を及ぼす空家等 

①空家化の予防           ②流通・活⽤の促進 

③所有者等による適正管理の促進   ④特定空家等の解消 
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第４章 施策の展開 
4 つの基本的な方針①空家化の予防、②流通・活用の促進、③所有者等による適正管理の促

進、④特定空家等の解消に基づき、次の施策を展開します。 

  

１. 空家化の予防 

（１）市⺠等への情報発信 

空家化を予防するためには、所有者等により、自らの住まいや建築物について、居住・使

用中から維持管理をきちんとする、現状に合わせて登記を変更する、相続等引継ぎ方をあら

かじめ決めておく等、「空家にしない」意識が重要となります。また、空家等の所有者等とな

った場合は、周辺環境に悪影響を及ぼさないよう、空家等の適正な管理に努める責務があり

ます。 

このため市では、次のような方法により、空家等対策に係る情報発信を広く行います。 

○ 関係法令の概要や市の支援策等をまとめたパンフレットの作成・配布 

○ 自治会への回覧、市ホームページでの情報発信 

○ はやかごセミナーによる出前講座 

   

（２）相続登記の推進   

空家等が発生し放置される要因として、相続や登記が適切に行われず、所有者や管理者が

はっきりしないことが挙げられます。また、権利関係の整理が適切に行われないまま放置さ

れると、空家等の活用・処分に必要な合意形成が得られず、利活用が困難になってしまいま

す。このため、相続発生時（死亡届受理時等）に速やかに登記の名義変更を促す文書を配布

する等、市民意識の啓発に取り組みます。 

  

（３）優良な住宅ストックの確保  

住宅を空家にせず長持ちさせるためには、快適で安心して住むことができる優良な住宅で

なければなりません。市では、耐震性の確保やバリアフリー等を目的とした住宅改造に係る

様々な支援策を実施しており、引き続き優良な住宅ストックの確保に努めます。 

○ 耐震改修促進事業補助金  

 住宅の耐震化の促進を図ること及び地震による住宅の倒壊から市民の生命を守ること

を目的に市内の住宅の所有者が行う耐震改修工事等に対し、補助金を交付しています。 

○ 住宅リフォーム助成（産業活性化支援事業補助金）  

市内産業の活性化及び雇用の創出を図るとともに、市民の生活環境の向上に資するこ

とを目的に、市内の施工業者が行う住宅のリフォーム工事に対し、補助金を交付してい

ます。 

○ 高齢者等住宅改造助成事業 

高齢者及び障害者（以下「高齢者等」という。）が住み慣れた住宅で安心して健やかな

生活が送れるための住宅改造を促進し、高齢者等の福祉の向上に資することを目的に、

日常生活を営む上で支障がある高齢者等が居住する住宅を改造する費用を助成していま

す。 
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○ 都市景観形成助成金  

  赤穂市都市景観の形成に関する条例に基づく市街地景観形成地区内等で、保全整備等

を行う場合、助成金を交付しています。 

 

（４）空家の発生を抑制するための税制の周知・普及 

   平成 28 年度(2016 年度)から、相続から起算して 3 年を経過する日の属する年の          

12 月 31 日までに、被相続人の居住の用に供していた家屋を相続した相続人が、当該家屋（耐

震性のない場合は、耐震リフォームをしたものに限り、その敷地を含む。）又は取壊し後の土

地を譲渡した場合には、当該家屋又は土地の譲渡所得から 3,000 万円を控除する特例措置が

設けられおり、この制度の周知・普及に努めます。 

 

 

 

出典：空き家の発生を抑制するための特例措置について（国土交通省）    
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２. 流通・活⽤の促進     

（１）空き家情報バンク制度の充実  

本市では、ＵＪＩターンで定住を希望される方や、市内に居住するための住宅をお探しの

方へ空家等の情報を提供するため「空き家情報バンク」を設置しています。この制度は、市

内に所在する空家について、その売買又は賃貸を希望する所有者が宅地建物取引業者への物

件情報の登録を通して、市のホームページ等により居住希望者に登録情報をお知らせするも

のです。 

今後、「空き家情報バンク」の充実を図るため、次の取組を進めます。 

 

１）登録件数の向上  

現行の制度では、宅地建物取引業者を通して「空き家情報バンク」への物件登録を行っ

ており、市が空家等の掘り起こしを十分にできないことが課題となっています。 

このため、制度の改善により、市と宅地建物取引業協会との連携体制を整備し、市から

空家等の所有者に「空き家情報バンク」への物件登録を広く呼びかけることで、登録件数

の向上を図ります。 

    

 

 所有者    所有者   

物件登録     

宅地建物取引業者     契約 

物件登録  空き家情報バンク  宅地建物取引業協会 

空き家情報バンク 契約  連携  

案内    案内     

居住希望者  居住希望者   

 

２）空家入居者への家賃等補助制度 

空き家情報バンクの登録物件を成約し、新婚世帯家賃助成事業の対象となった新婚世帯

に対し月額 3,000円を加算支給することで、空き家情報バンクによる流通促進を図ります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【参考】定住の支援策 

〇 家賃の助成（新婚世帯家賃助成事業） 

事業概要：新婚世帯の定住促進を目的に、市内の賃貸住宅に入居する新婚世帯に対

し、家賃助成金を交付。 

対象世帯：夫婦のいずれかの年齢が満 40 歳未満の新婚世帯 

助成額 ：月額助成金額は実質家賃負担額から 3 万円を控除した額(上限 1万円) 

〇 住宅購入費の支援（若者世帯住宅取得支援金） 

事業概要：若者世帯の住宅新築又は購入（既存住宅、分譲マンションを含む）に対

し、住宅取得支援金を交付。 

対象世帯：年齢が満 45歳未満の若者世帯 

交付額 ：原則 10 万円（義務教育終了前の世帯員 1 人につき 5万円を加算） 

登録の 
呼びかけ 

現行の制度 改善例 

改善 物件登録 
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３）農地と空家の流通促進 

遊休農地の解消と新規就農のための移住促進を目的に、農地を空家とともに取得する場

合には、各種条件を満たす場合、農地法第3条第2項第5号に規定する下限面積（別段の面積）

を1アール（100㎡）まで引き下げます。また、空き家情報バンクへの登録により、小規模

な農地と空家の流通を促進します。 

 

（２）空家改修の支援 

兵庫県では、空家の解消に向けた住宅ストックの有効活用や地域活性化の促進を目的に、

空家を住宅、事業所又は地域交流拠点として活用する方等へ改修費等の支援を行う「空き家

活用支援事業」を実施しています。今後、市内全域で制度の活用を図るため、県と共同し市

の支援を含めた事業として取り組みます。 

【参考】空き家活用支援事業（県事業） 

 

〇 転入者への定住支援（転入者定住支援金） 

事業概要：本市内に住宅を新築又は購入（既存住宅、分譲マンションを含む）し転

入した者に対し、定住支援金を交付。 

対象世帯：転入した者 

交付額 ：転入者 1 人につき 10 万円（上限 20 万円） 

＊ 上記の他にも要件があります。 

平成 29 年 4月現在 
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（３）中心市街地空き店舗の利活⽤ 

１）空き店舗のマッチング  

中心市街地にある空き店舗について、所有者や不動産管理会社等から情報を収集、市が管

理（データベース化）し、貸出意向のある物件情報を市のホームページに掲載することで、

民間団体、開業希望者等と空き店舗所有者とのマッチングを図り、中心市街地空き店舗の活

用促進に取り組みます。 

 

２）商店街空き店舗等活用事業  

 市では、地域商業の発展を目的に、商業団体又は個人が空き店舗を商店街活性化に向け整

備、利用する場合の家賃及び店舗改装費に補助する「商店街空き店舗等活用事業」を実施し

ています。今後もこの事業の実施により空き店舗を活用した商店街活性化に取り組みます。 

 

（４）相談体制の整備 

空家等に関する流通・活用についての相談窓口を都市整備課とし、関係部署・関係団体と

連携しながら相談体制の充実を図ります。 

また、空き家情報バンクに関する相談については、市民対話課を相談窓口とします。 

 

（５）建物状況調査（インスペクション）の普及  

 安心な取引環境の整備と既存住宅の流通市場の活性化を図ることを目的に、建築士など第

三者の専門家が行う建物状況調査（インスペクション）に関する情報発信を行い、普及に取

り組みます。 

 

（６）特別指定区域制度活用の検討  

市街化調整区域においては、住宅を店舗として使用する等、用途の変更が生じる空家の活

用は、都市計画法の規定により、原則行うことができません。 

そこで、都市計画法第 34 条第 12 号に基づく兵庫県の「特別指定区域制度」の活用につい

て検討し、土地利用計画に基づく市街化調整区域のまちづくりを推進します。 

 

【参考】宅地建物取引業法の改正 

既存住宅の取引時において専門家による建物状況調査（インスペクション）の活用を促

すことにより、消費者が安心して取引を行える環境の整備を図るため、宅地建物取引業法

が改正され、平成 28年 6 月に公布されました。 

改正法では、既存の建物の取引における情報提供の充実として、宅地建物取引業者に対

し、次のことを義務付けることとされています。 

・ 媒介契約において建物状況調査を実施する者のあっせんに関する事項を記載した

書面の交付 

・ 買主等に対して建物状況調査の結果の概要等を重要事項として説明 

・ 売買等の契約の成立時に建物の状況について当事者の双方が確認した事項を記載

した書面の交付 
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（７）跡地対策の検討  

管理不全な状態が進行した空家等については、除却の促進が有効な対策のひとつですが、

除却だけを進めると空地が増加し、放置されることによって周辺の生活環境に悪影響を及ぼ

してしまいます。このため、周辺の生活環境に悪影響を及ぼす空地については、赤穂市生活

環境の保全に関する条例の規定に基づき適切に対処するとともに、空家等の跡地の活用を促

す取組について検討を進めます。 

 

 

 

 

 

 

  

【参考】赤穂市生活環境の保全に関する条例（抜粋） 

（空地の管理義務等） 

第 58条 空地の所有者、占有者又は管理者は、その空地の雑草、枯草又は廃棄物の除去

及び当該空地への廃棄物の不法投棄の防止等その周辺住民の生活環境を損なわないよ

うその空地を適正に管理しなければならない。 

（指導、勧告及び命令） 

第 59条 市長は、前 2 条の規定に違反している者に対し、違反を是正するために必要な

措置をとるべきことを指導し、勧告し、又は命令することができる。 
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３. 所有者等による適正管理の促進 

（１）所有者等による適正管理の意識啓発 

  空家等の所有者又は管理者は、周辺の生活環境に悪影響を及ぼさないよう、空家等を適正に

管理しなければなりません。 

このため、空家等管理の方法、空家等の放置によって生じる問題、市の空家等に関する施

策等を掲載したパンフレットを作成する等、自治会への回覧、市役所や公民館の窓口や市の

ホームページでの広報等、様々な方法で情報発信を行い、所有者等による適正管理の意識啓

発を行います。 

 

（２）相談体制の整備 

空家等の管理に関する相談窓口を都市整備課とし、関係部署と連携しながら相談体制の充

実を図ります。また、市では関係団体との連携により、弁護士による市民生活無料法律相談

や行政書士・司法書士・土地家屋調査士による無料相談を実施しています。この制度の活用

により、専門的な相談に対応します。 

 

（３）空家等の管理に対する⽀援策   

１）空家管理代⾏業務の実施  

遠方に住んでいる、施設に入所している等の理由により、空家等の定期的な管理が困難で

ある場合があります。このため市では、公益社団法人赤穂市シルバー人材センターとの連携

による空家管理代行業務を実施します。 

この業務では、赤穂市シルバー人材センターが所有者等との契約に基づき、空家等を定期

的に訪問し点検・所有者等への報告を行うことで、空家等が管理不全な状態となることを防

止します。また、市は、この業務について広く市民に周知することで、空家等の適正管理を

推進します。所有者等が市外に居住している場合もあることから、より多くの所有者等に情

報提供する方法について検討します。 

  

２）ふるさと納税による空家管理   

 ふるさとづくり寄付金の返礼品に、シルバー人材センターによる空家管理業務を加え、市

外在住の１万円以上の寄付者が当該返礼品を選択することによって空家の管理を行い、市外

在住の所有者等による適正な管理を推進します。 

 

図：ふるさとづくり寄付金による空家の管理 
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４. 特定空家等の解消 

（１）特定空家等に対する措置 

空家等の管理が適正に行われていないことにより、周辺の住民が悪影響を受けている場合

は、空家等の所有者等が自ら対応することが前提となります。 

市では、法及び条例に基づき、実態調査や立入調査、空家等の状態に応じて所有者等に対し、

注意喚起や指導、勧告、命令等や除却の支援などの特定空家等に対する措置を行います。 

  

自治会からの情報提供等 

所有者が判明した場合 

助言・指導 

所有者が不明の場合 

弁明の機会の付与 

代執⾏ 

自治会協議 

見守り 

特定空家等に非該当 

図 赤穂市空家等の適正管理に関する条例に係る手続フロー 

実態調査・⽴⼊調査 

略式代執⾏ 

勧告 

特定空家等に該当 

改善しないとき 

措置をとらないとき 

義務を履行しないとき 

周辺に著しい影響を及ぼし、

早急な対策が必要な場合 

【参考】特定空家等とは（法第２条第２項） 

 次のいずれかに該当する状態をいう。 
 ア そのまま放置すれば倒壊等著しく保安上危険となるおそれのある状態 
 イ そのまま放置すれば著しく衛生上有害となるおそれのある状態 
 ウ 適正な管理が行われていないことにより著しく景観を損なっている状態 
 エ その他周辺の生活環境の保全を図るために放置することが不適切である状態 

公告 

意⾒書提出⼜は意⾒聴取 

命令 

標識の設置・公告 
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１）情報提供  

市民は、管理不全な状態と思われる空家等が認められる場合は、所在する自治会を通じ、

情報の提供を行うものとします。 

自治会を通じて情報の提供を行うのは、管理不全な状態にある空家等について、市だけで

なく地域においても空家等の状態について把握し、地域の課題として継続して見守っていく

必要があるためです。 

 

２）実態調査・⽴⼊調査（法第 9 条）   

市は、自治会からの情報提供を受けたとき、又は適正な管理が行われていない空家等があ

ると認めるときは、当該空家等の所在や所有者等の調査（実態調査）を行います。 

また、空家等と認められる場所への立入調査を行い、調査結果を赤穂市空家等調査会にお

いて審査し、特定空家等の認定を行います。 

 

３）助言又は指導（法第 14 条第 1 項） 

市は、空家等が特定空家等に該当する場合は、所有者等に対し、「除却」、「修繕」、「立木竹

の伐採」又は「その他周辺の生活環境の保全を図るために必要な措置」をとるよう助言・指

導を行います。ただし、そのまま放置すれば倒壊等著しく保安上危険となるおそれのある状

態又は著しく衛生上有害となる状態以外の特定空家等については、法の規定により「建築物

の除却」の助言・指導は行いません。（勧告においても同じ。） 

   

４）勧告（法第 14 条第 2 項） 

市は、助言・指導をした場合において、当該特定空家等の状態が改善されないと認めると

きは、当該助言・指導を受けた者に対し、相当の猶予期限を付けて「除却」、「修繕」、「立

木竹の伐採」又は「その他周辺の生活環境の保全を図るために必要な措置」をとることを勧

告します。 

また、勧告を行った場合は、地方税法第 349条の 3の 2 第 1項等の規定に基づき、当該特

定空家等に係る土地について、固定資産税等の住宅用地特例の対象から除外されます。 

 

５）命令・公表（法 14 条第 3項〜第 8 項、第 11 項〜第 12 項） 

市は、勧告を受けた者が正当な理由なく、勧告に係る措置をとらなかった場合において、

特に必要があると認めるときは、相当の猶予期限を付けて、その勧告に係る措置をとること 

を命令します。 

また、命令をした場合は、第三者に不測の損害を与えることを未然に防止する観点から、

市の公報への掲載、インターネットの利用その他市が適切と認める方法により、命令が出て

いる旨を公表します。 

【参考】空家等調査会構成員 

危機管理担当課長、税務課長、市民対話課長、建設課長、都市整備課長、警防課長 
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６）代執⾏（法 14 条第 9 項） 

命令を受けた者が必要な措置を履行しないとき、履行しても十分でないとき又は履行して

も期限までに完了する見込みがないときは、行政代執行法の定めるところに従い、代執行を

行います。 

 

７）略式代執⾏（法 14 条第 10 項）  

市は、命令しようとする場合において、過失がなくてその措置を命ぜられるべき者を確知

することができないとき（過失がなくて助言・指導又は勧告が行われるべき者を確知するこ

とができないため、命令を行うことができないときを含む。）は、最小限の危険回避措置や、

除却等の略式代執行を行います。 

 

（２）自治会との連携 

市内の空家等の状況を把握するためには、地域住民からの情報が不可欠であることから、

市は自治会その他の地域団体との密接な連携を図り、情報の把握に努めます。 

また自治会その他の地域団体は、市に対して必要な情報を提供するとともに、その他の協

力を行うよう努めるものとします。 

 

（３）庁内の連携  

空家等の問題は、交通の支障、ごみ、防火・防犯上の問題等多岐にわたります。こうした

問題に適切に対応するため、都市整備課が中心となり空家等調査会等、庁内関係部局との連

携を強化し、早期の解決に努めます。 

 

（４）除却の⽀援（危険空家等除却費補助⾦）  

市の助言又は指導に従い、当該空家等を解体・撤去をしようとする者に対し、解体・撤去

の費用の一部を補助し、危険空家の除却の促進に努めます。

【参考】相当の猶予期限 

 国の「特定空家等に対する措置」に関する適切な実施を図るために必要な指針（以下

「ガイドライン」という。）において、「相当の猶予期限」とは、勧告を受けた者が当該措

置を行うことにより、その周辺の生活環境への悪影響を改善するのに通常要すると思わ

れる期間を意味し、具体の期間は対象となる特定空家等の規模や措置の内容等によって

異なるが、おおよそのところは、物件を整理するための期間や工事の施行に要する期間を

合計したものを標準とすることが考えられるとされています。 

【参考】過失がなくてその措置を命ぜられるべき者を確知することができないとき 

「過失がなくてその措置を命ぜられるべき者を確知することができないとき」とは次

の場合等が考えられます。 

・未登記のため、所有者を特定できない場合 ・死亡した所有者に相続人がいない場合 

・法定相続人全員が相続放棄した場合    ・所有者等が行方不明の場合 
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第５章 計画の推進 
１．実施体制 

（１）市の組織 

空家等の問題に対する相談窓口は建設経済部都市整備課に一本化して対応することとしま

す。ただし、空家等に関連する課題は多岐にわたることから、庁内の関係部局や外部関係団体

と連携して取り組むことで課題の共有化を図るとともに、必要な情報の提供や迅速な対応を

目指します。 

図 実施体制 

市 ⺠ 

自治会 

所有者等 

相談・ 

情報提供 

空家等対策 

総合窓口 

建設経済部 

都市整備課 

 
庁内関係部局 

 

外部関係団体 

 

担当部署 関連する業務 

都市整備課 

・空家等の総合相談に関すること。 

・空家等対策計画に関すること。 

・空家化の予防に関すること。 

・空家改修支援に関すること。 

・特定空家等対する措置に関すること。 

・住宅の耐震化に関すること。 

・都市計画、土地利用、景観、まちづくり支援に関すること。 

危機管理担当 ・防犯、防災に関すること。 

税務課 ・固定資産税・都市計画税に関すること。 

市民対話課 

・空き家情報バンクに関すること。 

・空家入居者への家賃等補助制度に関すること。 

・市民相談（法律その他各種相談）の受付に関すること。 

・自治会ほか市民との協働に関すること。 

環境課 ・空地の管理ほか赤穂市生活環境の保全に関する条例に関すること。 

美化センター ・ごみの分別、処分などの相談に関すること。 

建設課 
・道路上の瓦、土石等のたい積、道路への竹木等の越境その他道路の構

造又は交通に支障を及ぼすおそれのある行為に関すること。 

産業観光課 ・中心市街地の空き店舗に関すること。 

農業委員会 ・農地に関すること。 

教育委員会 

生涯学習課 
・文化財の保護に関すること。 

消防本部 

予防課・警防課 
・火災予防に関すること。 

連携 

連携 
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（２）空家等対策協議会  

空家等対策を検討するに当たっては、専門的な見地と市民の立場から幅広く意見を求める

ことが重要であることから、法第７条に基づき空家等対策協議会を設置し、空家等対策計画

の作成及び変更並びに実施に関する協議を実施していきます。 

 

（３）地域・関係機関との連携  

計画の推進、空家等対策の着実な実施のためには、地域や関係機関との連携が重要となり

ます。空家等の所有者等を含め、各主体がそれぞれの役割を認識し、状況に応じた対策を講

じることが重要となります。 

 

２．効果検証の実施  

空家等に関する現状を把握した上で、進行管理を適切に行い、計画的な取組を推進します。 

また、施策の効果・成果等の検証を行い、その結果を空家等対策協議会に報告・協議し、ＰＤ

ＣＡサイクルに則り、定期的に計画と実績についての検証や新たな取組の検討を行い、必要に

応じて計画の見直しを行います。 

 

  

  

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①計画（Plan） 

・基本目標の設定 

②実⾏（Do） 

・各施策の実施 

④改善（Action） 

・効果検証を踏まえた改善策の検討 

③評価（Check） 

・効果の検証 

赤穂市空家等対策協議会 

検討 

図 効果検証の実施手順 
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１．用語の解説 

ページ 用 語 意 味 

1 
建築ストック 

（住宅ストック） 

過去に建築され、現在も存在している膨大な建築（住宅）資産のこ

と。 

1 管理不全な状態 
適切な管理が行われていないことにより、空家等が防災、衛生、景

観等の地域住民の生活環境に悪影響を及ぼすおそれのある状態。 

2 
まち・ひと・しご

と創生 

次のことを一体的に推進すること。 

・ま ち…国民一人一人が夢や希望を持ち、潤いのある豊かな生活

を安心して営める地域社会の形成 

・ひ と…地域社会を担う個性豊かで多様な人材の確保 

・しごと…地域における魅力ある多様な就業の機会の創出 

2 耐震改修促進計画 

建築物の耐震改修の促進に関する法律に基づき定める計画。市町村

においては、都道府県耐震改修促進計画に基づき、当該市町村の区

域内の建築物の耐震診断及び耐震改修を促進するために定める。 

2 建築物 

法における建築物は、建築基準法（昭和 25年法律第 201号）第２条

第１号の建築物と同義であり、土地に定着する工作物のうち、屋根

及び柱又は壁を有するもの（これに類する構造のものを含む。）、こ

れに附属する門又は塀等をいう。 

2 
これに附属する工

作物 
ネオン看板など門又は塀以外の建築物に附属する工作物。 

5 
国立社会保障・ 

人口問題研究所 

厚生労働省の研究機関で、人口・世帯数の将来推計や社会保障費に

関する統計の作成・調査研究などを行っている。 

12 市街化調整区域 

無秩序な市街化を防止し、計画的に市街化を図るため、都市計画区

域を市街化区域と市街化調整区域に区分しており、市街化調整区域

は、原則として開発が抑制されている区域で、農林漁業用の建物や、

一定規模以上の計画的開発などを除き開発行為は許可されない。 

なお、市街化区域とは、すでに市街地を形成している区域及び今後

優先的かつ計画的に市街化を図るべき区域をいう。 

14 新耐震基準 

建築物の設計において適用される地震に耐えることのできる構造の

基準で、1981 年（昭和 56年）6 月 1日以降の建築確認において適用

されている基準をいう。 

23 相続登記 
被相続人が亡くなり、相続が発生したときに建物や土地などの不動

産の名義変更手続きのこと。 

23 バリアフリー 
高齢者や障がい者、妊婦、傷病者などが社会生活を送るうえで、障

壁となるものを取り除くこと。     
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ページ 用 語 意 味 

25 ＵＪＩターン 

「Ｕターン」、「Ｊターン」、「Ｉターン」をまとめた移住する動

きのこと。 

・Ｕターン…進学や就職で大都市圏へ移住した地方出身者が再び出

身地に移り住むこと。 

・Ｊターン…地方出身者が出身地には戻らず、出身地に近い都市へ

移り住むこと。 

・Ｉターン…出身地とは別の地方へ移り住むこと。 

26 遊休農地 
耕作の目的に供されておらず、かつ引き続き耕作の目的に供されな

いと見込まれる農地。 

27 
建物状況調査 

（インスペクション） 

建物の基礎、外壁等に生じているひび割れ、雨漏り等の劣化事象・

不具合事象の状況を目視、計測等により調査するもの。 

27 特別指定区域制度 

市街化調整区域において、市や地域のまちづくり団体が住民と協働

して、地域の課題を解決し、その将来の姿を描く土地利用計画を策

定した場合に、市からの申出により、県が条例で特別指定区域を指

定し、市街化調整区域の建築許可要件の一部を緩和することにより、

計画に沿ったまちづくりを実現する制度。 

27 土地利用計画 

法に基づくものではないが、市町の市街化調整区域のまちづくりを

推進していくための基本的な計画であり、計画体系としては、国土

利用計画法に基づく国土利用計画（全国計画、県計画、市町計画）

及び県土地利用基本計画と一体的な関係を持つもの。 

29 ふるさと納税 

自分の選んだ自治体に寄附を行った場合に、寄附額のうち 2,000円

を超える部分について、所得税と住民税から原則として全額が控除

される制度。 

30 代執行 

法律により直接命ぜられ、又は法律に基づき行政庁により命ぜられ

た行為を履行しない者に対し、行政庁自ら、又は第三者をして履行

しない者の義務を履行し、その費用をその者から徴収すること。 

30 略式代執行 

相手方やその所在が不明である場合、一定の要件を満たす場合に、 

行政代執行法で定められた文書戒告などの手続を省いて代執行を行

うこと。 

31 立木竹 土地に生育する樹木のこと。一定の単位毎に財産として評価される。 

31 住宅用地特例 

住宅用地にかかる固定資産税、都市計画税について課税標準を引き

下げる特例措置で、適用対象になると都市計画税が最大 3 分の 1、

固定資産税が最大 6分の 1 に軽減されます。     
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２．関連法令等 

（１）空家等対策の推進に関する特別措置法 

（平成 26年法律第 127 号） 

（目的）  

第１条 この法律は、適切な管理が行われていない空家等が防災、衛生、景観等の地域住民の

生活環境に深刻な影響を及ぼしていることに鑑み、地域住民の生命、身体又は財産を保護す

るとともに、その生活環境の保全を図り、あわせて空家等の活用を促進するため、空家等に

関する施策に関し、国による基本指針の策定、市町村（特別区を含む。第十条第二項を除き、

以下同じ。）による空家等対策計画の作成その他の空家等に関する施策を推進するために必

要な事項を定めることにより、空家等に関する施策を総合的かつ計画的に推進し、もって公

共の福祉の増進と地域の振興に寄与することを目的とする。  

（定義）   

第２条 この法律において「空家等」とは、建築物又はこれに附属する工作物であって居住そ

の他の使用がなされていないことが常態であるもの及びその敷地（立木その他の土地に定着

する物を含む。）をいう。ただし、国又は地方公共団体が所有し、又は管理するものを除く。  

２ この法律において「特定空家等」とは、そのまま放置すれば倒壊等著しく保安上危険とな

るおそれのある状態又は著しく衛生上有害となるおそれのある状態、適切な管理が行われて

いないことにより著しく景観を損なっている状態その他周辺の生活環境の保全を図るために

放置することが不適切である状態にあると認められる空家等をいう。  

（空家等の所有者等の責務）  

第３条 空家等の所有者又は管理者（以下「所有者等」という。）は、周辺の生活環境に悪影響

を及ぼさないよう、空家等の適切な管理に努めるものとする。  

（市町村の責務）  

第４条 市町村は、第六条第一項に規定する空家等対策計画の作成及びこれに基づく空家等に

関する対策の実施その他の空家等に関する必要な措置を適切に講ずるよう努めるものとする。  

（基本指針）  

第５条 国土交通大臣及び総務大臣は、空家等に関する施策を総合的かつ計画的に実施するた

めの基本的な指針（以下「基本指針」という。）を定めるものとする。  

２ 基本指針においては、次に掲げる事項を定めるものとする。  

一 空家等に関する施策の実施に関する基本的な事項  

二 次条第一項に規定する空家等対策計画に関する事項  

三 その他空家等に関する施策を総合的かつ計画的に実施するために必要な事項  

３ 国土交通大臣及び総務大臣は、基本指針を定め、又はこれを変更しようとするときは、あ

らかじめ、関係行政機関の長に協議するものとする。  

４ 国土交通大臣及び総務大臣は、基本指針を定め、又はこれを変更したときは、遅滞なく、

これを公表しなければならない。  

（空家等対策計画） 

第６条 市町村は、その区域内で空家等に関する対策を総合的かつ計画的に実施するため、基

本指針に即して、空家等に関する対策についての計画（以下「空家等対策計画」という。）

を定めることができる。  

２ 空家等対策計画においては、次に掲げる事項を定めるものとする。  
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一 空家等に関する対策の対象とする地区及び対象とする空家等の種類その他の空家等に関

する対策に関する基本的な方針  

二 計画期間  

三 空家等の調査に関する事項  

四 所有者等による空家等の適切な管理の促進に関する事項  

五 空家等及び除却した空家等に係る跡地（以下「空家等の跡地」という。）の活用の促進

に関する事項  

六 特定空家等に対する措置（第十四条第一項の規定による助言若しくは指導、同条第二項

の規定による勧告、同条第三項の規定による命令又は同条第九項若しくは第十項の規定に

よる代執行をいう。以下同じ。）その他の特定空家等への対処に関する事項  

七 住民等からの空家等に関する相談への対応に関する事項  

八 空家等に関する対策の実施体制に関する事項  

九 その他空家等に関する対策の実施に関し必要な事項  

３ 市町村は、空家等対策計画を定め、又はこれを変更したときは、遅滞なく、これを公表し

なければならない。  

４ 市町村は、都道府県知事に対し、空家等対策計画の作成及び変更並びに実施に関し、情報

の提供、技術的な助言その他必要な援助を求めることができる。  

（協議会）  

第７条 市町村は、空家等対策計画の作成及び変更並びに実施に関する協議を行うための協議

会（以下この条において「協議会」という。）を組織することができる。  

２ 協議会は、市町村長（特別区の区長を含む。以下同じ。）のほか、地域住民、市町村の議会

の議員、法務、不動産、建築、福祉、文化等に関する学識経験者その他の市町村長が必要と

認める者をもって構成する。  

３ 前二項に定めるもののほか、協議会の運営に関し必要な事項は、協議会が定める。  

（都道府県による援助）  

第８条 都道府県知事は、空家等対策計画の作成及び変更並びに実施その他空家等に関しこの

法律に基づき市町村が講ずる措置について、当該市町村に対する情報の提供及び技術的な助

言、市町村相互間の連絡調整その他必要な援助を行うよう努めなければならない。  

（立入調査等）  

第９条 市町村長は、当該市町村の区域内にある空家等の所在及び当該空家等の所有者等を把

握するための調査その他空家等に関しこの法律の施行のために必要な調査を行うことができ

る。  

２ 市町村長は、第十四条第一項から第三項までの規定の施行に必要な限度において、当該職

員又はその委任した者に、空家等と認められる場所に立ち入って調査をさせることができる。  

３ 市町村長は、前項の規定により当該職員又はその委任した者を空家等と認められる場所に

立ち入らせようとするときは、その五日前までに、当該空家等の所有者等にその旨を通知し

なければならない。ただし、当該所有者等に対し通知することが困難であるときは、この限

りでない。  

４ 第二項の規定により空家等と認められる場所に立ち入ろうとする者は、その身分を示す証

明書を携帯し、関係者の請求があったときは、これを提示しなければならない。  

５ 第二項の規定による立入調査の権限は、犯罪捜査のために認められたものと解釈してはな

らない。  
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（空家等の所有者等に関する情報の利用等）  

第１０条 市町村長は、固定資産税の課税その他の事務のために利用する目的で保有する情報

であって氏名その他の空家等の所有者等に関するものについては、この法律の施行のために

必要な限度において、その保有に当たって特定された利用の目的以外の目的のために内部で

利用することができる。  

２ 都知事は、固定資産税の課税その他の事務で市町村が処理するものとされているもののう

ち特別区の存する区域においては都が処理するものとされているもののために利用する目的

で都が保有する情報であって、特別区の区域内にある空家等の所有者等に関するものについ

て、当該特別区の区長から提供を求められたときは、この法律の施行のために必要な限度に

おいて、速やかに当該情報の提供を行うものとする。  

３ 前項に定めるもののほか、市町村長は、この法律の施行のために必要があるときは、関係

する地方公共団体の長その他の者に対して、空家等の所有者等の把握に関し必要な情報の提

供を求めることができる。  

（空家等に関するデータベースの整備等）  

第１１条 市町村は、空家等（建築物を販売し、又は賃貸する事業を行う者が販売し、又は賃

貸するために所有し、又は管理するもの（周辺の生活環境に悪影響を及ぼさないよう適切に

管理されているものに限る。）を除く。以下第十三条までにおいて同じ。）に関するデータ

ベースの整備その他空家等に関する正確な情報を把握するために必要な措置を講ずるよう努

めるものとする。  

（所有者等による空家等の適切な管理の促進）  

第１２条 市町村は、所有者等による空家等の適切な管理を促進するため、これらの者に対し、

情報の提供、助言その他必要な援助を行うよう努めるものとする。  

（空家等及び空家等の跡地の活用等）  

第１３条 市町村は、空家等及び空家等の跡地（土地を販売し、又は賃貸する事業を行う者が

販売し、又は賃貸するために所有し、又は管理するものを除く。）に関する情報の提供その

他これらの活用のために必要な対策を講ずるよう努めるものとする。  

（特定空家等に対する措置）  

第１４条 市町村長は、特定空家等の所有者等に対し、当該特定空家等に関し、除却、修繕、

立木竹の伐採その他周辺の生活環境の保全を図るために必要な措置（そのまま放置すれば倒

壊等著しく保安上危険となるおそれのある状態又は著しく衛生上有害となるおそれのある状

態にない特定空家等については、建築物の除却を除く。次項において同じ。）をとるよう助

言又は指導をすることができる。  

２ 市町村長は、前項の規定による助言又は指導をした場合において、なお当該特定空家等の

状態が改善されないと認めるときは、当該助言又は指導を受けた者に対し、相当の猶予期限

を付けて、除却、修繕、立木竹の伐採その他周辺の生活環境の保全を図るために必要な措置

をとることを勧告することができる。  

３ 市町村長は、前項の規定による勧告を受けた者が正当な理由がなくてその勧告に係る措置

をとらなかった場合において、特に必要があると認めるときは、その者に対し、相当の猶予

期限を付けて、その勧告に係る措置をとることを命ずることができる。  

４ 市町村長は、前項の措置を命じようとする場合においては、あらかじめ、その措置を命じ

ようとする者に対し、その命じようとする措置及びその事由並びに意見書の提出先及び提出
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期限を記載した通知書を交付して、その措置を命じようとする者又はその代理人に意見書及

び自己に有利な証拠を提出する機会を与えなければならない。  

５ 前項の通知書の交付を受けた者は、その交付を受けた日から五日以内に、市町村長に対し、

意見書の提出に代えて公開による意見の聴取を行うことを請求することができる。  

６ 市町村長は、前項の規定による意見の聴取の請求があった場合においては、第三項の措置

を命じようとする者又はその代理人の出頭を求めて、公開による意見の聴取を行わなければ

ならない。  

７ 市町村長は、前項の規定による意見の聴取を行う場合においては、第三項の規定によって

命じようとする措置並びに意見の聴取の期日及び場所を、期日の三日前までに、前項に規定

する者に通知するとともに、これを公告しなければならない。  

８ 第六項に規定する者は、意見の聴取に際して、証人を出席させ、かつ、自己に有利な証拠

を提出することができる。  

９ 市町村長は、第三項の規定により必要な措置を命じた場合において、その措置を命ぜられ

た者がその措置を履行しないとき、履行しても十分でないとき又は履行しても同項の期限ま

でに完了する見込みがないときは、行政代執行法（昭和二十三年法律第四十三号）の定める

ところに従い、自ら義務者のなすべき行為をし、又は第三者をしてこれをさせることができ

る。  

１０ 第三項の規定により必要な措置を命じようとする場合において、過失がなくてその措置

を命ぜられるべき者を確知することができないとき（過失がなくて第一項の助言若しくは指

導又は第二項の勧告が行われるべき者を確知することができないため第三項に定める手続に

より命令を行うことができないときを含む。）は、市町村長は、その者の負担において、そ

の措置を自ら行い、又はその命じた者若しくは委任した者に行わせることができる。この場

合においては、相当の期限を定めて、その措置を行うべき旨及びその期限までにその措置を

行わないときは、市町村長又はその命じた者若しくは委任した者がその措置を行うべき旨を

あらかじめ公告しなければならない。  

１１ 市町村長は、第三項の規定による命令をした場合においては、標識の設置その他国土交

通省令・総務省令で定める方法により、その旨を公示しなければならない。  

１２ 前項の標識は、第三項の規定による命令に係る特定空家等に設置することができる。こ

の場合においては、当該特定空家等の所有者等は、当該標識の設置を拒み、又は妨げてはな

らない。  

１３ 第三項の規定による命令については、行政手続法（平成五年法律第八十八号）第三章（第

十二条及び第十四条を除く。）の規定は、適用しない。  

１４ 国土交通大臣及び総務大臣は、特定空家等に対する措置に関し、その適切な実施を図る

ために必要な指針を定めることができる。  

１５ 前各項に定めるもののほか、特定空家等に対する措置に関し必要な事項は、国土交通省

令・総務省令で定める。  

（財政上の措置及び税制上の措置等）  

第１５条 国及び都道府県は、市町村が行う空家等対策計画に基づく空家等に関する対策の適

切かつ円滑な実施に資するため、空家等に関する対策の実施に要する費用に対する補助、地

方交付税制度の拡充その他の必要な財政上の措置を講ずるものとする。  
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２ 国及び地方公共団体は、前項に定めるもののほか、市町村が行う空家等対策計画に基づく

空家等に関する対策の適切かつ円滑な実施に資するため、必要な税制上の措置その他の措置

を講ずるものとする。  

（過料）  

第１６条 第十四条第三項の規定による市町村長の命令に違反した者は、五十万円以下の過料

に処する。  

２ 第九条第二項の規定による立入調査を拒み、妨げ、又は忌避した者は、二十万円以下の過

料に処する。  

    附 則  

（施行期日） 

１ この法律は、公布の日から起算して三月を超えない範囲内において政令で定める日から施

行する。ただし、第九条第二項から第五項まで、第十四条及び第十六条の規定は、公布の日

から起算して六月を超えない範囲内において政令で定める日から施行する。  

（検討） 

２ 政府は、この法律の施行後五年を経過した場合において、この法律の施行の状況を勘案

し、必要があると認めるときは、この法律の規定について検討を加え、その結果に基づいて

所要の措置を講ずるものとする。 
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（２）空家等対策の推進に関する特別措置法の施⾏期⽇を定める政令 

（平成 27年政令第 50 号） 

  

内閣は、空家等対策の推進に関する特別措置法（平成２６年法律第１２７号）附則第１項の規

定に基づき、この政令を制定する。 

 空家等対策の推進に関する特別措置法（附則第１項ただし書に規定する規定を除く。）の施行

期日は平成２７年２月２６日とし、同項ただし書に規定する規定の施行期日は同年５月２６日と

する。 

 

 

（３）空家等対策の推進に関する特別措置法施⾏規則 

（平成 27年 4 月 22 日 総務省・国⼟交通省令第１号） 

 

空家等対策の推進に関する特別措置法第１４条第１１項の国土交通省令・総務省令で定める方

法は、市町村（特別区を含む。）の公報への掲載、インターネットの利用その他適切な方法とす

る。 

附 則  

この省令は、空家等対策の推進に関する特別措置法附則第一項ただし書きに規定する規定の施

行の日（平成２７年５月２６日）から施行する。  
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（４）空家等対策の推進に関する特別措置法の概要  
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（５）空家等に関する施策を総合的かつ計画的に実施するための基本的な指針【概要】 
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（６）「特定空家等に対する措置」に関する適切な実施を図るために必要な指針 

（ガイドライン）【概要】 
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（７）赤穂市空家等の適正管理に関する条例 

  （平成 30年⾚穂市条例第 17 号） 
 

（目的） 

第１条 この条例は、適正な管理が行われていない空家等が防災、衛生、景観等において市民

等の生活環境に深刻な影響を及ぼしていることを踏まえ、空家等対策の推進に関する特別措

置法（平成２６年法律第１２７号。以下「法」という。）に定めるもののほか必要な事項を

定めることにより、市民等の生命、身体又は財産を保護し、安全で安心なまちづくりの推進

と良好な生活環境を保全することを目的とする。 

（定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによ

る。 

⑴ 空家等 建築物又はこれに附属する工作物であつて居住その他の使用がなされていない

ことが常態であるもの及びその敷地（立木その他の土地に定着する物を含む。）をいう。

ただし、国又は地方公共団体が所有し、又は管理するものを除く。 

⑵ 特定空家等 次のアからエまでのいずれかの状態（以下「管理不全な状態」という。）

に該当する空家等をいう。 

ア そのまま放置すれば倒壊等著しく保安上危険となるおそれのある状態 

イ そのまま放置すれば著しく衛生上有害となるおそれのある状態 

ウ 適切な管理が行われていないことにより著しく景観を損なつている状態     

エ その他周辺の生活環境の保全を図るために放置することが不適切である状態 

⑶ 所有者等 空家等の所有者又は管理者をいう。     

⑷ 市民等 市内に居住し、若しくは滞在し、又は市内に通勤し、若しくは通学する者をい

う。 

（市の責務） 

第３条 市は、空家等の適正な管理に関し、必要な施策を実施するものとする。 

（所有者等の義務） 

第４条 所有者等は、空家等が管理不全な状態にならないよう、常に適正に管理しなければな

らない。 

（情報の提供） 

第５条 市民等は、管理不全な状態にある空家等があると認めるときは、地域の自治会（地方

自治法（昭和２２年法律第６７号）第２６０条の２に規定する地縁による団体その他これに

類する団体をいう。）を通じて、速やかに市にその情報を提供するものとする。 

（実態調査） 

第６条 市長は、前条の規定による情報の提供を受けたとき、又は適正な管理が行われていな

い空家等があると認めるときは、法第９条第１項の規定により、当該空家等の所在及び所有

者等を把握するための調査その他空家等に関し法の施行のために必要な調査を行うことがで

きる。 

（立入調査等） 

第７条 市長は、法第９条第２項の規定により、法第１４条第１項から第３項までの規定の施

行に必要な限度において、当該職員又はその委任した者に、空家等と認められる場所に立ち

入つて調査をさせることができる。 

２ 市長は、前項の規定により当該職員又はその委任した者を空家等と認められる場所に立ち
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入らせようとするときは、法第９条第３項の規定により、その５日前までに、当該空家等の

所有者等にその旨を通知しなければならない。ただし、当該所有者等に対し通知することが

困難であるときは、この限りでない。 

３ 第１項の規定により空家等と認められる場所に立ち入ろうとする者は、その身分を示す証

明書を携帯し、関係者の請求があつたときは、これを提示しなければならない。 

４ 法第９条第５項の規定により、第１項の規定による立入調査の権限は、犯罪捜査のために

認められたものと解釈してはならない。 

（助言又は指導） 

第８条 市長は、法第１４条第１項の規定により、特定空家等の所有者等に対し、当該特定空

家等に関し、除却、修繕、立木竹の伐採その他周辺の生活環境の保全を図るために必要な措

置（そのまま放置すれば倒壊等著しく保安上危険となるおそれのある状態又は著しく衛生上

有害となるおそれのある状態にない特定空家等については、建築物の除却を除く。次条にお

いて同じ。）をとるよう助言又は指導をすることができる。 

（勧告） 

第９条 市長は、前条の規定による助言又は指導をした場合において、なお当該特定空家等の

状態が改善されないと認めるときは、法第１４条第２項の規定により、当該助言又は指導を

受けた者に対し、相当の猶予期限を付けて、除却、修繕、立木竹の伐採その他周辺の生活環

境の保全を図るために必要な措置をとることを勧告することができる。 

（命令及び公表） 

第１０条 市長は、前条の規定による勧告を受けた者が正当な理由がなくてその勧告に係る措

置をとらなかつた場合において、特に必要があると認めるときは、法第１４条第３項の規定

により、その者に対し、相当の猶予期限を付けて、その勧告に係る措置をとることを命ずる

ことができる。 

２ 市長は、前項の措置を命じようとする場合においては、法第１４条第４項の規定により、

あらかじめ、その措置を命じようとする者に対し、その命じようとする措置及びその事由並

びに意見書の提出先及び提出期限を記載した通知書を交付して、その措置を命じようとする

者又はその代理人に意見書及び自己に有利な証拠を提出する機会を与えなければならない。 

３ 前項の通知書の交付を受けた者は、法第１４条第５項の規定により、その交付を受けた日

から５日以内に、市長に対し、意見書の提出に代えて公開による意見の聴取を行うことを請

求することができる。 

４ 市長は、前項の規定による意見の聴取の請求があつた場合においては、法第１４条第６項

の規定により、第１項の措置を命じようとする者又はその代理人の出頭を求めて、公開によ

る意見の聴取を行わなければならない。 

５ 市長は、前項の規定による意見の聴取を行う場合においては、法第１４条第７項の規定に

より、第１項の規定によつて命じようとする措置並びに意見の聴取の期日及び場所を、期日

の３日前までに、前項に規定する者に通知するとともに、これを公告しなければならない。 

６ 第４項に規定する者は、法第１４条第８項の規定により、意見の聴取に際して、証人を出

席させ、かつ、自己に有利な証拠を提出することができる。 

７ 市長は、第１項の規定による命令をした場合においては、法第１４条第１１項の規定によ

り、標識の設置その他国土交通省令・総務省令で定める方法により、その旨を公示しなけれ

ばならない。 

８ 法第１４条第１２項の規定により、前項の標識は、第１項の規定による命令に係る特定空
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家等に設置することができる。この場合においては、当該特定空家等の所有者等は当該標識

の設置を拒み、又は妨げてはならない。 

（代執行） 

第１１条 市長は、前条第１項の規定により必要な措置を命じた場合において、その措置を命

ぜられた者がその措置を履行しないとき、履行しても十分でないとき又は履行しても同項の

期限までに完了する見込みがないときは、法第１４条第９項の規定により、行政代執行法

（昭和２３年法律第４３号）の定めるところに従い、自ら義務者のなすべき行為をし、又は

第三者をしてこれをさせることができる。 

（略式代執行） 

第１２条 第１０条第１項の規定により必要な措置を命じようとする場合において、過失がな

くてその措置を命ぜられるべき者を確知することができないとき（過失がなくて第８条の助

言若しくは指導又は第９条の勧告が行われるべき者を確知することができないため第１０条

第１項に定める手続により命令を行うことができないときを含む。）は、市長は、法第１４

条第１０項の規定により、その者の負担において、その措置を自ら行い、又はその命じた者

若しくは委任した者に行わせることができる。この場合においては、相当の期限を定めて、

その措置を行うべき旨及びその期限までにその措置を行わないときは、市長又はその命じた

者若しくは委任した者がその措置を行うべき旨をあらかじめ公告しなければならない。 

（応急措置）  

第１３条 市長は、空家等の急迫した現在の危険を回避するため前５条の規定による措置をと

る時間的余裕がないと認めるときは、当該危険を回避するために必要最小限の措置（以下

「応急措置」という。）を講ずることができる。 

２ 市長は、前項の規定による応急措置を講じたときは、当該応急措置に要した費用を当該空

家等の所有者等から徴収することができる。 

（関係機関への協力要請） 

第１４条 市長は、この条例の目的を達成するため必要があると認めるときは、警察その他の

関係機関と連携を図るとともに、必要な協力を要請することができる。 

（補則） 

第１５条 この条例の施行に関して必要な事項は、規則で定める。 

 

付 則 

この条例は、平成３０年４月１日から施行する。  
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３．計画策定の経緯 

（１）計画の策定経過 

 

 

平成 24年 

 

8 月 

 

 

政策課題研究委員会「空き家対策調査研究委員会」設置 

各地区自治会の協力を得て、空き家実態調査を実施。 

 

平成 25年 7 月 政策課題研究委員会「空き家対策検討委員会」設置 

空き家等の適正管理に関する条例（素案）・除却費に対する

助成制度を検討。 

 

平成 27年 1 月 ⾚穂市空き家等の適正管理に関する条例、 

⾚穂市危険空き家除却費補助⾦交付要綱 施⾏ 

 

 5 月 空家等対策の推進に関する特別措置法 全⾯施⾏ 

 

 6 月 政策課題検討員会「空き家対策委員会」設置 

空き家の有効活用に関する施策、法への対応について検討。 

  

平成 28年 7 月 

〜

 

2 月 

空家等実態調査・データベース整備実施 

  市内全域で 1,258 件の空家を把握。 

 

平成 29年 5 月 政策課題研究委員会「空家等対策計画検討委員会」設置 

赤穂市空家等対策計画（素案）を検討。 

 

法定協議会「赤穂市空家等対策協議会」設置 

赤穂市空家等対策計画の作成等に関する協議を実施。 

 

 11 月 赤穂市空家等対策計画（案）、 

⾚穂市空き家等の適正管理に関する条例（改正案） 

に対するパブリックコメントを実施 

 

平成 30年 3 月 赤穂市空き家等の適正管理に関する条例 改正 

赤穂市空家等対策計画 策定 
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（２）空家等対策協議会（法定協議会） 

 

１）開催状況 

開催日等 主な議題等 

第１回 

平成 29 年 6 月 8 日 

・空家等対策の推進に関する特別措置法の概要について 

・空家等対策の現状と課題について 外 

第２回 

平成 29 年 9 月 26 日 

・空家等対策計画（素案）について 

・赤穂市空家等の適正管理に関する条例改正の考え方に

ついて 外 

第３回 

平成 29 年 11 月 13 日 

・特定空家等の認定基準について 

・今後のスケジュールについて 外 

第４回 

平成 30 年 3 月 22 日 

・空家等対策計画（案）について 

・今後の空家等対策協議会について 外 

 

２）委員名簿 

分 野 所属団体・役職等 氏 名 備考 

市 長 赤穂市長 明石 元秀 会長 

地域住民 赤穂市自治会連合会 目木 敏明 職務代理者 

議 員 赤穂市議会 建設水道委員長 釣  昭彦  

法 務 岡野法律事務所 弁護士 岡野 良治  

不 動 産 
兵庫県宅地建物取引業協会  

西播磨支部 
内藤 昇  

建 築 兵庫県建築士会 赤穂支部 大上 謙一  

都市計画 
兵庫県立大学 環境人間学部  

准教授 
安枝 英俊  

福 祉 
関西福祉大学 社会福祉学部 

准教授 
谷川 和昭  

行 政 
兵庫県中播磨県民センター 

姫路土木事務所 まちづくり参事 
近都 学  

 

３）事務局 

所属・役職 氏 名 備 考 

建設経済部長 古津 和也  

都市整備課 建築担当課長 澗口 彰利  

都市整備課 建築係長 長棟 由樹  

都市整備課 主事 内波 佑太  

都市整備課 技師 東  友美  
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4）赤穂市空家等対策協議会設置要綱 

（平成 29年⾚穂市訓令甲第 35 号） 

 

（趣旨） 

第１条 空家等対策の推進に関する特別措置法（平成２６年法律第１２７号。以下「法」とい

う。）第７条第１項の規定に基づき、赤穂市空家等対策協議会（以下「協議会」という。）を

設置する。 

（所掌事務） 

第２条 協議会は、次に掲げる事項について協議する。 

 ⑴ 空家等対策計画（法第６条第１項に規定する空家等対策計画をいう。）の作成及び変更

並びに実施に関すること。 

 ⑵ その他空家等対策の推進に必要な事項に関すること。 

（委員） 

第３条 協議会は、委員１２人以内で組織する。 

２ 委員は、法第７条第２項に規定する者のうちから市長が委嘱する。 

３ 委員は、委員の事務の処理に関して知り得た秘密を漏らしてはならない。 

（委員の任期等） 

第４条 委員の任期は、２年とする。ただし、欠員が生じた場合における補欠の委員の任期

は、前任者の残任期間とする。 

２ 委員は、再任されることができる。 

（会長） 

第５条 会長は、市長をもって充てる。 

２ 会長は、会務を経理し、協議会を代表する。 

３ 会長に事故があるとき又は会長が欠けたときは、あらかじめ会長の指名する委員がその職

務を代理する。 

（会議） 

第６条 協議会は、必要に応じて会長が招集する。 

２ 協議会は、委員の半数以上が出席しなければ開くことができない。 

３ 協議会の議事は、出席委員の過半数をもって決し、可否同数のときは、会長の決するとこ

ろによる。 

４ 協議会の会議は、公開とする。ただし、出席委員の過半数以上の賛同がある場合は、非公

開とすることができる。 

（意見の聴取等） 

第７条 会長は、必要があると認めるときは、関係者の出席を求め、説明又は意見を聴取する

ほか、資料の提出を求めることができる。 

（庶務） 

第８条 協議会の庶務は、都市整備課において処理する。 

（補則） 

第９条 この要綱に定めるもののほか、協議会の運営に関し必要な事項は、協議会が定める。 

   付 則 

 この要綱は、平成２９年４月１日から施行する。  
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（３）平成 29年度政策課題研究員会 空家等対策計画検討委員会 

 

１）開催状況 

開催日等 主な議題等 

第１回 

平成 29 年 5 月 23 日 

・空家等対策計画検討委員会の目的について 

・空家等対策計画の概要について 

・これまでの市の取組みと課題について 外 

第２回 

平成 29 年 8 月 24 日 

・条例改正（案）について 

・空家等対策計画について 外 

第３回 

平成 29 年 10 月 18 日 

・特定空家等の認定基準について 

・今後のスケジュールについて 外 

第４回 

平成 30 年 2 月 16 日 

・パブリックコメントの実施結果について 

・「空家等対策計画検討委員会」報告書（案）につ

いて 外     
２）委員名簿 

所属・役職 氏 名 備 考 

建設経済部長 古津 和也 委員長 

市民部長 高見 博之 副委員長 

地域活性化推進担当部長 永石 一彦 副委員長 

危機管理担当課長 三中 正登  

企画広報課長 関山 善文  

行政課長 橋本 政範  

財政課長 岸本 慎一  

税務課長 池尾 和彦  

市民対話課長 藤本 大祐  

環境課長 古谷 周  

社会福祉課長 松本 久典  

建設課長 山田 裕之  

都市整備課長 大黒 武憲  

産業観光課長 末井 善生  

農業委員会事務局長 柳生 隆弘  

警防課長 田渕 徹  

   

3）事務局 

所属・役職 氏 名 備 考 

都市整備課 建築担当課長 澗口 彰利  

都市整備課 建築係長 長棟 由樹  

都市整備課 主事 内波 佑太  

都市整備課 技師 東  友美  
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４．空家等対策に関する施策一覧 

基本的な方針① 空家化の予防 

施策名 施策の概要 所管課 

１ 市民等への情報発

信 

空家等対策に係る情報発信を広く行う。 

・市の支援策等をまとめたパンフレットの作成・配布 

・自治会への回覧、市ホームページでの情報発信 

・はやかごセミナーによる出前講座 

都市整備課 

２ 相続登記の推進 相続発生時（死亡届受理時等）に速やかに登記の名義変更を促す

文書を配布する等、市民意識の啓発に取り組む。 

都市整備課 

３ 優良な住宅ストッ

クの確保 

耐震改修促進事業補助金  

・住宅の耐震化の促進を図ること及び住宅の倒壊から市民の生命

を守ることを目的に住宅の所有者が行う耐震改修工事等に対

し、補助金を交付する。 

都市整備課 

住宅リフォーム助成（産業活性化支援事業補助金） 

・市内産業の活性化及び雇用の創出を図るとともに、市民の生活

環境の向上に資することを目的に、市内業者が行う住宅のリフ

ォーム工事に対し、補助金を交付する。 

産業観光課 

高齢者等住宅改造助成事業 

・高齢者等が住み慣れた住宅で安心して健やかな生活が送れるた

めの住宅改造を促進し、高齢者等の福祉の向上に資することを

目的に、高齢者等が居住する住宅を改造する費用を助成する。 

医療介護課 

社会福祉課 

都市景観形成助成金 

・市街地景観形成地区内等で、保全整備等を行う場合、助成金を

交付する。 

都市整備課 

４ 空家の発生を抑制

するための税制の周

知・普及 

相続後の家屋又は取壊し後の土地を譲渡した場合には、当該譲渡

所得から 3,000 万円を控除する特例措置が設けられており、この

制度の周知・普及に努める。 

都市整備課 

 

基本的な方針② 流通・活用の促進 

施策名 施策の概要 所管課 

１ 空き家情報バンク

制度の充実 

登録件数の向上 

・制度の改善により、市と宅地建物取引業会との連携体制を整備

し、市から空家等の所有者に「空き家情報バンク」への登録を

広く呼びかけることで、登録件数の向上を図る。 

市民対話課 

空家入居者への家賃等補助制度 

・空き家情報バンクの登録物件を成約し、新婚世帯家賃助成事業

の対象となった新婚世帯に対し月額 3,000 円を加算支給する。 

市民対話課 

農地と空家の流通促進 

・農地を空家とともに取得する場合には、各種条件を満たす場

合、下限面積を１アール（100㎡）まで引き下げ、空き家情報

バンクへの登録により農地と空家の流通を促進する。 

農業委員会 

市民対話課 

２ 空家改修の支援 兵庫県の「空き家活用支援事業」の市内全域での制度活用を図る

ため、県と共同し市の支援を含めた事業として取り組む。 

都市整備課 

３ 中心市街地空き店

舗の利活用 

空き店舗のマッチング 

・中心市街地にある空き店舗について、所有者等から情報を収

集。市が管理（データベース化）し、貸出意向のある物件情報

を市のホームページに掲載することで、民間団体、開業希望者

等と空き店舗所有者とのマッチングを図る。 

産業観光課 
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 商店街空き店舗等活用事業 

・商業団体等が空き店舗を商店街活性化に向け整備、利用する場

合の家賃及び店舗改装費に対し、補助金を交付する。 

産業観光課 

４ 相談体制の整備 相談窓口を都市整備課とし、関係部署・関係団体と連携しながら

相談体制の充実を図る。 

都市整備課 

５ 建物状況調査（イ

ンスペクション）の

普及 

安心な取引環境の整備と既存住宅の流通市場の活性化を図ること

を目的に、建築士など第三者の専門家が行う建物状況調査（イン

スペクション）に関する情報発信を行い、普及に取り組む。 

都市整備課 

６ 特別指定区域制度

活用の検討 

市街化調整区域においては、住宅を店舗として使用する等、用途

の変更が生じる空家の活用は、都市計画法の規定により、原則行

うことができないため、兵庫県の「特別指定区域制度」の活用に

ついて検討する。 

都市整備課 

７ 跡地対策の検討 周辺の生活環境に悪影響を及ぼす空地については、赤穂市生活環

境の保全に関する条例の規定に基づき対処するとともに、空家等

の跡地の活用を促す取組について検討する。 

環境課 

都市整備課 

 

基本的な方針③ 所有者等による適正管理の促進 

施策名 施策の概要 所管課 

１ 所有者等による適

正管理の意識啓発 

空家等管理の方法、空家等の放置によって生じる課題、市の空家

等に関する施策等を掲載したパンフレットを作成する等、様々な

方法で情報発信を行い、意識啓発を行う。 

都市整備課 

２ 相談体制の整備 

（再掲） 

相談窓口を都市整備課とし、関係部署・関係団体と連携しながら

相談体制の充実を図る。また、弁護士による市民生活無料法律相

談や行政書士・司法書士・土地家屋調査士による無料相談の活用

により、専門的な相談に対応する。 

都市整備課 

３ 空家等の管理に対

する支援策 

空家管理代行業務の実施 

・公益社団法人赤穂市シルバー人材との連携による空家等管理代

行業務を実施する。この業務では、シルバー人材センターが所

有者等との契約に基づき、空家を定期的に訪問し点検・所有者

等への報告を行う。 

都市整備課 

ふるさと納税による空家管理 

・ふるさとづくり寄付金の返礼品に、シルバー人材センターによ

る空家管理業務を加え、市外在住の所有者等による適正管理を

推進する。 

行政課 

 

基本的な方針④ 特定空家等の解消 

施策名 施策の概要 所管課 

１ 特定空家等に対す

る措置 

法及び条例に基づき、実態調査や立入調査、空家等の状態に応じ

て所有者等に対し、注意喚起や指導、勧告、命令等を行います。 

都市整備課 

２ 自治会との連携 市内の空家等の状況を把握するためには、地域住民からの情報が

不可欠であることから、自治会との密接な連携を図り、情報の把

握に努める。 

都市整備課 

３ 庁内の連携 空家等の問題は、交通の支障、ごみ、防災・防犯上の問題等多岐

にわたるため、都市整備課が中心となり、空家等調査会等、庁内

関係部局との連携を強化する。 

都市整備課 

４ 除却の支援 危険空家等除却費補助金 

・市の助言又は指導に従い、当該空家等を解体・撤去をしようと

する者に対し、解体・撤去の費用の一部を補助し、危険空家の

除却の促進に努める。 

都市整備課 

 


